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第１節 総 則 

１－１－１ 暴力団関係者による不当介入を受けた場合の措置 

鹿児島県が発注する建設工事等（以下「県工事等」という。）において，暴力団関係者によ

る不当要求又は工事妨害（以下「不当介入」という。）を受けた場合は，断固としてこれを拒

否するとともに，その旨を遅滞なく県（発注者）及び警察に通報すること。 

県工事において，暴力団関係者による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等

の被害が生じた場合は，県（発注者）と協議を行うこと。 
１－１－２ 中間検査の実施 

本工事については，出来高が50％を超えた時点で中間検査を実施する予定であるので，受注

者は検査希望日を発注者に書面で申し出ること。 

１－１－３ 繰越予定工事の工期等の取扱いについて 

１ 本工事は，繰越しを予定しており，完了工期については，議会承認が得られた場合に変更

契約を行うものとする。 

２ 繰越承認後の完了工期は，特別仕様書に条件を明示する。 

３ 「工事標示板」等に工期を表示する場合は，監督職員と協議のうえ，当初は前項の工期を

考慮した完了予定工期に「（予定）」を付して標示するものとし，契約変更後速やかに変更

後の工期に訂正するものとする。 

１－１－４ 余裕期間の設定 

（余裕期間が１２０日間の場合）   

１ 受注者は契約締結日から１２０日以内の期間で，任意の日を工事開始日とすることができ

る。 

２ 受注者は，前項の工事開始日を「工事開始日通知書」に記載し，契約書案の提出期限内に

発注者に通知しなければならない。 

３ 本工事の前払金については，工事開始日までは請求できない。 

４ 契約締結以降の余裕期間中の取扱いは，以下のとおりとする。 

（１）主任（監理）技術者及び現場代理人の配置は要しない。 

（２）現場事務所や資材等の搬入，仮設物の設置等の準備工事を含む工事に着手することは

できない。 

（３）受注者が余裕期間を設定したことにより期間中に増加する経費は，受注者の負担とす

る。 

（４）期間中の当該現場の管理は，発注者の責任において行うものとする。 

（工事開始日の期限を指定する場合）  

１ 受注者は，契約締結日から発注者が指定する工事開始日の期限までの期間で，任意の日を

工事開始日とすることができる。  

２ 受注者は，前項の工事開始日を「工事開始日通知書」に記載し，契約書案の提出期限内に

発注者に通知しなければならない。  

３ 本工事の前払金については，工事開始日までは請求できない。  

４ 契約締結以降の余裕期間中の取扱いは，以下のとおりとする。  

（１）主任(監理)技術者及び現場代理人の配置は要しない。  

（２）現場事務所や資材等の搬入，仮設物の設置等の準備工事を含む工事に着手することは

できない。  

（３）受注者が余裕期間を設定したことにより期間中に増加する経費は，受注者の負担とす

る。  



第３編 第１章 総 則 

- 239 - 

 

（４）期間中の当該現場の管理は，発注者の責任において行うものとする。 

１－１－５ 施工体制台帳及び施工体系図の取扱い 

１ 施工体制台帳の作成等について 

本工事の受注者は，建設工事の一部を下請に付する場合は，施工体制台帳及び添付書類を

作成し，工事現場に備え置くとともに，その写しを監督職員に遅滞なく（遅くとも下請工事

の着手前までに）提出すること。 

また，施工体制台帳の記載事項又は添付書類に変更があったときは，その都度，当該変更

があった年月日を付記して，変更に関する事項について，作成し提出すること。 

２ 施工体系図の作成等について 

本工事の受注者は，工事を施工するために，建設工事の一部または以下の（１）から（４）

の業務を下請に付する場合は，施工体系図を作成し，工事の期間中，工事現場の工事関係者

が見やすい場所及び公衆の見やすい場所に掲示するとともに，その写しを監督職員に遅滞な

く（遅くとも下請工事または業務の着手前までに）提出すること。 

また，施工体系図の記載事項に変更があったときは，その都度，変更に関する事項につい

て，作成し提出すること。 

（１）伐採及び測量･調査等の工事現場で作業を行う業務 

（２）土砂やコンクリート殻等の運搬のみを行う業務 

（３）工事現場の警備（交通誘導を含む）を行う業務 

（４）その他監督職員が記載を指示した業務等 

１－１－６ 下請工事における管内（県内）建設業者の優先活用  

１ 受注者は，工事の一部を下請に付する場合は，施工地を管轄する振興局，支庁の管内に主

たる営業所を有する者を使用するよう努めることとする。 

２ 受注者は，前項で定めた建設業者を活用しない場合は，施工計画書等の提出と併せて「下

請工事における管内建設業者等不活用状況報告書」を監督職員に提出すること。 

３ 受注者は，工事完成時及び監督職員から指示された場合，「下請業者使用実績報告書」を

監督職員に提出すること。 

１－１－７ 県産資材の優先使用 

１ 工事に使用する資材については，県内で産出，生産または製造されたもの（以下「県産資

材」という。）の優先使用に努めることとし，さらに，県産資材以外の資材等についても，

県内に本店を置く資材業者等から調達するよう努めることとする。 

２ 受注者は，「材料使用承認願」において，全ての資材について県産資材使用の有無を記載

するとともに，以下に記載する「指定主要資材」の中で県産資材等を使用しない場合は，

「県産資材等不使用状況報告書」を監督職員に提出し，承認を得なければならない。 

指定主要資材 
(７品目) 

生コン(レディミクストコンクリート)，コンクリート二次製品 
石材類，アスファルト合材，木材，樹木，芝 

３ 前項で定めた不使用状況報告書において，第１項で定めた資材業者等から調達しない場合

には，その理由を記載すること。 

４ 受注者は，工事完成時及び監督職員から指示された場合，「建設資材使用実績報告書」を

監督職員に提出すること。 
１－１－８ 建設キャリアアップシステム活用工事の試行 

１ 本工事は，建設キャリアアップシステム（以下「ＣＣＵＳ」という。）の普及促進を目的

としたＣＣＵＳ活用工事の対象である。 

受注者がＣＣＵＳ活用に取り組む旨を希望した場合にＣＣＵＳ活用試行工事となり，発注

者が指定した指標毎の基準を受注者が全て達成した場合は，工事成績評定において評価する
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ものとする。 

２ 受注者は，契約後速やかにＣＣＵＳ活用の意思を工事打合せ簿により通知すること。 

３ 受注者（２の通知を行った受注者をいう。以下この条において同じ。）は，ＣＣＵＳに本

工事の建設現場に係る情報の登録を行うとともに，建設キャリアアップカードのカードリー

ダーを設置する。 

４ 本条において使用する用語の定義は，以下のとおりとする。 

・下請企業 

建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第５項に規定する下請負人のうち，工事にお

いて施工体系図への記載が求められるものをいう。ただし，一人親方及び当該工事現場

での施工が２週間以内の企業を除く。 

・技能者 

元請又は下請企業の従業員で，建設技能者として就労する者をいい，一人親方を含む。 

ただし，当該工事現場での就業が２週間以内の者を除く。 

・ＣＣＵＳ登録事業者 

元請又は下請企業のうち，一般財団法人建設業振興基金に対し，事業者として自社の

情報，雇用する技能者に関する情報又は建設現場に係る情報を登録するＣＣＵＳの利用

者をいう。 

・登録技能者率 

ＣＣＵＳ登録技能者の数／技能者の数 

・就業履歴蓄積率 

建設キャリアアップカードのカードリーダーへのタッチ等をして工事現場へ入場した

技能者の数／工事現場へ入場した技能者の数 

５ 受注者が，本工事期間中において，登録事業者率70％以上，登録技能者率60％（営繕：

50％）以上及び就業履歴蓄積率30％以上（以下「基準」と総称する。）を全て達成した場合

は，発注者は，考査項目「創意工夫」において評価する。 

６ 受注者は，本工事期間中において，５の基準のいずれかが未達成の場合は，報告様式に，

当該工事名，未達成の項目，要因及び改善策を記載し，工事完成書類提出時に発注者に報告

すること。 

７ カードリーダーの設置費用や現場利用料（カードタッチ費用）等，本試行工事に伴う一切

の費用は設計変更の対象としない。 

１－１－９ 品質証明 

１ 受注者は，設計図書で品質証明の対象工事と明示された場合には，以下の各号によるもの

とする。 

（１）品質証明に従事する者（以下「品質証明員」という。）が工事施工途中において必要

と認める時期及び検査（完成，既済部分，中間検査をいう。以下同じ。）の事前に品質

確認を行い，受注者はその結果を所定の様式により，検査時までに監督職員へ提出しな

ければならない。 

（２）品質証明員は，当該工事に従事していない者とする。また，原則として品質証明員は

検査に立会わなければならない。 

（３）品質証明は，契約図書及び関係図書に基づき，出来形，品質及び写真管理はもとより，

工事全般にわたり行うものとする。 

（４）品質証明員の資格は10 年以上の現場経験を有し，技術士もしくは1 級土木施工管理

技士の資格を有するものとする。ただし，監督職員の承諾を得た場合はこの限りでない。 

（５）品質証明員を定めた場合，受注者は書面により氏名，資格（資格証書の写しを添付），
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経験及び経歴書を監督職員に提出しなければならない。 

なお，品質証明員を変更した場合も同様とする。 

１－１－10 特例監理技術者の配置 

１ 本工事において，建設業法第26条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者（以下

「特例監理技術者」という。）の配置を行う場合は以下の（１）～（８）の要件を全て満た

さなければならない。ただし，低入札価格調査対象工事に該当した場合は，特例監理技術者

の配置は認めない。 

（１）建設業法第26条第３項ただし書による監理技術者の職務を補佐する者（以下「監理技

術者補佐」という。）を専任で配置すること。 

（２）監理技術者補佐は，当該工事に係る工種に応じた一級施工管理技士補又は一級施工管

理技士等の国家資格者，学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること。

なお，監理技術者補佐の建設業法第27条の規定に基づく技術検定種目は，特例監理技術

者に求める技術検定種目と同じであること。 

（３）監理技術者補佐は入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

（４）同一の特例監理技術者が配置できる工事の数は，本工事を含め同時に２件までとする。

（ただし，同一の建設業者と締結する契約工期の重複する複数の請負契約に係る工事で

あって，かつ，それぞれの工事の対象となる工作物等に一体性が認められるもの（当初

の請負契約以外の請負契約が随意契約により締結される場合に限る。）については，こ

れら複数の工事を一の工事とみなす。） 

（５）特例監理技術者が兼務できる工事は，発注者が属する機関が管轄する管内の工事又は

工事現場の相互間隔が概ね10キロメートル以内の工事でなければならない。 

（６）特例監理技術者は，工事内容，工事規模及び施工体制等を考慮し，主要な会議への参

加，現場の巡回及び主要な工程の立会等の職務を適正に遂行しなければならない。 

（７）特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。 

（８）監理技術者補佐が担う業務等について，明らかにすること。 

２ 本工事の監理技術者が特例監理技術者として兼務する事となる場合，前項の（１）～（８）

の事項について確認できる書類を提出すること。 

３ 本工事において，特例監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合又は配置を要さな

くなった場合は適切にコリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）への登録を行うこと。 

１－１－11 監理技術者等の専任を要しない期間 

１ 請負契約の締結後，現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置，資機材の搬入又

は仮設工事等が開始されるまでの期間）については，打合せ記録簿により明確となっている

ことを条件に，主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。 

２ 工事完成後，検査が終了し，事務手続，後片付け等のみが残っている期間については，主

任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。 

なお，検査が終了した日は，発注者が工事の完成を確認した旨，受注者に通知した日

（「工事目的物引受書」等における日付）とする。 

１－１－12 配置技術者等の途中交代 
１ 配置技術者の途中交代が認められる場合としては，主任技術者又は監理技術者の死亡，傷

病，出産，育児，介護または退職等，真にやむを得ない場合のほか，下記に該当する場合で

ある。 

（１）受注者の責によらない理由により工事中止または工事内容の大幅な変更が発生し，工

期が延長された場合 

（２）橋梁，ポンプ，ゲート，エレベーター，発電機・配電盤等の電機品等の工場製作を含
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む工事であって，工場から現場へ工事の現場が移行する時点 

（３）一つの契約工期が多年におよぶ場合 

２ 上記１のいずれの場合であっても，受注者と発注者が協議し，工事の継続性，品質確保等

に支障がないと認められる場合のみ途中交代が可能となる。 

１－１－13 現場代理人の常駐に関する取扱い 

１ 現場代理人の工事現場への常駐を要しない場合 
現場代理人は現場に常駐し，その運営，取締りを行うこととされているが，以下のいずれ

かの要件を満たす場合に，工事請負契約書第10条第３項の「工事現場における運営，取締り

及び権限の行使に支障がない」ものとして取り扱うこととする。 

ただし，いずれの場合にも連絡が常にとれる体制を確保する必要や，現場保全の義務（現

場の巡回等）があるため，現場代理人を設置しておくことは必要である。 

（１）契約締結後，現場事務所の設置，資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの

期間。 

（２）工事請負契約書第20条により工事が一時中止されている期間。 

（３）橋梁，ポンプ，ゲート，エレベーター等の工場製作を含む工事であって，工場製作

のみが行われている期間。また，同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的な

管理体制のもとで製作を行うことが可能である場合は，同一の現場代理人が，これ

らの製作を一括して運営，取り締りを行うことができるものとする。 

（４）前３号に掲げる期間のほか，受注者から工事完成の通知があり，完成検査，事務手

続き，後片付け等のみが残っているなど，工場現場において作業等が行われていな

い期間。 

２ 発注者への報告 

１の要件を満たす場合は，現場代理人の工場現場における常駐は不要とし，他の工事

と兼務することを可能とするが，「工事打合簿」等により，工事現場において作業等が

行われていない期間を明確にしておくこと。 

１－１－14 現場代理人の兼任 

１ 現場代理人の兼任を認める工事 

現場代理人は，請負契約の的確な履行を確保するため，工事現場の運営，取締りのほ

か，工事の施工及び契約関係事務に関する一切の事項（請負代金の変更，契約の解除等

を除く。）を処理する受注者の代理人であるが，次の（１）から（５）のすべてを満た

し，工事現場における運営，取締り及び権限の行使に支障がないと発注者が認めた場合，

工事現場の兼任を認めるものとする。 

なお，主たる工種が区画線工事の場合，次の（１），（２）及び（６）の全てを満た

し，工事現場における運営，取り締まり及び権限の行使に支障がないと発注者が認めた

場合は工事現場の兼任を認めるものとする。 

（１）兼任できる工事は３件までとし，それぞれの工事の当初請負金額の合計が8,000

万円未満であること。 

※ 設計変更により，兼任する工事の請負金額の合計が8,000万円以上となった場合

においては，受注者の都合により現場代理人を変更できるものとする。（現場代

理人の負担軽減措置） 

その場合は，「現場代理人等選任(変更)通知書」により現場代理人の変更手続

きを行うこと。 

（２）発注者又は監督員と常に携帯電話等で連絡をとれること。 

（３）兼任する工事は，同一市町村内又は工事現場の相互の間隔が概ね10km以内の範囲。 
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（４）発注者又は監督員が求めた場合には，工事現場に速やかに向かう等の対応を行う

こと。 

（５）兼任する現場代理人は，必ず担当工事現場のいずれかに常駐するとともに，１日

１回以上，担当工事現場を巡回し，現場管理等に当たること。 

（６）兼任する現場代理人は，必ず担当する工事現場のいずれかに常駐するとともに，

それぞれの現場稼働日は重複しないこと。 

２ 手続き 

現場代理人の兼任を行う場合には，兼任（変更）申請書を提出し，発注者の承認を得

たのち，必要に応じ，「現場代理人等選任（変更）通知書」により，発注者に通知する

こと。 

なお，各々の工事において，発注者に現場代理人の兼任の承認を得ること。 

３ 受注者に対する措置請求 

安全管理の不徹底や現場体制の不備に起因する事故等が発生した場合，建設工事請負

契約書第12条に基づき，受注者に対して，必要な措置をとるべきことを請求するものと

する。 

１－１－15 ＩＣＴ活用工事 

（試行対象工事とする場合） 

１ 本工事は，受注者がＩＣＴ活用工事を希望した場合に，受注者の提案・協議により３次元

データを活用するＩＣＴ活用工事の対象とすることが出来る。 

２ ＩＣＴ活用工事とは，次に示す①～④の施工プロセスにおいてＩＣＴを活用する工事とし，

⑤三次元データの納品を行うものとする。 

ただし，①，③については，受注者の希望により実施を選択でき，②，④及び⑤を必須と

する。 

① ３次元起工測量 

② 次元設計データ作成 

③ ＩＣＴ建設機械による施工 

④ ３次元出来形管理等の施工管理 

⑤ ３次元データの納品 

３ 受注者は，前項のプロセスにおいてＩＣＴを活用した工事を行う希望がある場合，監督職

員へ工事打合簿でＩＣＴ活用工事の計画書及び内容を確認できる資料を提出し，協議が整っ

た場合にＩＣＴ活用工事として施工することが出来る。 

４ 土工について施工範囲の全てで適用できるが，具体的な工事内容及び対象範囲を監督職員

と協議する。 

なお，土工以外の工種に関するＩＣＴ活用を提案・協議した場合は，実施内容等について

施工計画書に記載する。 

５ ＩＣＴ活用工事に伴う経費については設計変更の対象とし，「情報化施工技術の活用ガイ

ドライン（農林水産省農村振興局整備部設計課）」により積算し，必要な経費を計上する。 

なお，３次元起工測量及び３次元設計データ作成を行った場合は，受注者は発注者からの

依頼に基づき見積書を提出するものとする。 

６ ＩＣＴ活用工事を実施した場合は，工事成績評定において加点評価する。 

７ ＩＣＴ活用工事の実施に当たっては，本特別仕様書及び「鹿児島県農業農村整備事業ＩＣ

Ｔ活用工事試行要領」等によることとし，疑義が生じた場合又は記載の無い事項については，

監督職員と協議するものとする。 

１－１－16 「週休２日」試行工事 
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試行に当たっては，農業農村整備事業における『「週休２日」試行工事実施要領』に基づき

行うものとする。 

実施要領は，鹿児島県ホームページから取得できる。 

１－１－17 産業廃棄物税 

本工事に発生する建設廃棄物のうち，焼却施設及び最終処分場に搬入する産業廃棄物には，

産業廃棄物税が課税されるので適正に処理すること。 

１－１－18 三者技術調整会 

（三者技術調整会を開催する場合） 

本工事は，工事着手前に当該工事の施工業者，その設計等を担当したコンサルタント並びに

発注者が参加して，設計図と現場の整合性の確認及び設計意図の伝達等を行う「三者技術調整

会」を設置し，当該工事に関する調整事項に係る問題点の把握及び検討を行うとともに，工事

の品質確保を図ることを目的とする対象工事である。 

工事請負者は，工事着手前に現地踏査，事前測量を実施し，設計図書の照査が終了した時点

で，監督職員に照査結果及び質問書を工事打合簿により提出し，「三者技術調整会」の開催を

要請するものとする。 

開催回数は原則１回とし，現場条件の特殊性等に応じ，発注者の判断により必要に応じて増

やすことができるものとする。 

また，三者技術調整会は，別添の「三者技術調整会実施要領「三者技術調整会実施要領の運

用について」及び「三者技術調整会運用マニュアル（案）」に基づき実施することとする。 

なお、三者技術調整会に要する費用については、主任技師0.5人／回、技師Ａ0.5人／回及び

旅費実費を計上しているので、設計コンサルタントへ適切に支出するとともに、支出がなされ

た事を証する書類(領収書の写し等)を監督職員に提出するものとする。 

（三者技術調整会の開催を予定していない場合） 

本工事は，「三者技術調整会実施要領」に基づく，「三者技術調整会」の開催を予定し

ていないが，受注者が開催を希望する場合は，発注者と協議するものとする。 

１－１－19 工事の概算数量発注 

１ 本工事は概算数量発注方式により積算したものであり，詳細は，概算数量発注要領による。 

なお，発注要領は鹿児島県ホームページから取得できる。 

２ 本工事の工期には，工事計画図書の作成に要する日数として，15日又は30日を付与してい

る。 

３ 受注者は本工事に関しては疑義が生じた場合には，監督員に連絡し協議すること。 

１－１－20 施工パッケージ型積算基準 

本工事は，農林水産省制定「土地改良積算基準」以外の他省庁が定める施工パッケージ型積

算方式を利用し，設計内訳（金抜）を作成している。利用状況は特別仕様書に明示する。 

１－１－21 現場環境改善費 

１ 現場環境改善費の内容は，以下のとおりとし，原則として計上項目のそれぞれから１内容

以上を選択し合計５つの内容を実施することとする。ただし，地域の状況・工事内容により

組合せ，実施項目数及び実施内容を変更しても良い。詳細については，監督職員と協議実施

する。なお，内容に変更が生じた場合は，監督職員と協議するものとする。 

２ 以下に示す内容において，受注者は，具体的な実施内容，実施期間を施工計画書に含めて

監督職員に提出するものとする。 

３ 受注者は，工事完成時に現場環境改善費の実施状況が分かる写真を監督職員に提出するも

のとする。 

４ 現場環境改善費の積算方法については，「工事における現場環境改善費の積算要領」に基
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づき行い，鹿児島県ホームページから取得できる。 

計上項目 実施する内容（率計上分） 

仮設備関係 ① 用水・電力等の供給設備  
② 緑化・花壇  
③ ライトアップ施設  
④ 見学路及び椅子の設置  
⑤ 昇降設備の充実  
⑥ 環境負荷の低減 

営繕関係 ① 現場事務所の快適化（女性用更衣室の設置を含む）  
② 労働宿舎の快適化  
③ デザインボックス（交通誘導員待機室）  
④ 現場休憩所の快適化  
⑤ 健康関連設備及び厚生施設の充実等 

安全関係 ① 工事標識・照明等安全施設のイメージアップ（電光式標識等）  
② 盗難防止対策（警報器等）  
③ 避暑（熱中症予防）・防寒対策 

地域連携 ① 地域対策費（農家との調整，地域行事等の経費を含む）  
② 完成予想図  
③ 工法説明図  
④ 工事工程表  
⑤ デザイン工事看板（各工事 PR看板含む）  
⑥ 見学会等の開催（イベント等の実施含む）  
⑦ 見学所（インフォメーションセンター）の設置及び管理運営  
⑧ パンフレット・工法説明ビデオ  
⑨ 社会貢献 

１－１－22 建設現場における「快適トイレ」設置 

受注者は積極的に快適トイレの試行に取り組むこと。 

快適トイレを設置する場合は，『鹿児島県の建設現場における「快適トイレ」設置の試行要

領』に基づき行うものとする。 

なお，試行要領は鹿児島県ホームページから取得できる。 

１－１－23 時間的制約を受ける工事 

１ 本工事は，「時間的制約を受ける工事」とする。 

２ 作業時間は，特別仕様書に明示する。 

３ 積算方法は，別紙「時間的制約を受ける工事の積算方法」に基づき行うものとする。 

４ 別紙「時間的制約を受ける工事の積算方法」については，鹿児島県ホームページから取得

できる。 

１－１－24 夜間工事 

１ 本工事は，夜間工事として施工するものとする。 

２ 作業時間は，特別仕様書に明示する。 

３ 舗装工事において，アスファルト合材の小口出荷セット料金が発生する場合は監督職員と

協議するものとし，発注者が必要と認めたものについては，契約変更の対象とする。 

１－１－25 熱中症対策 

１ 作業現場における熱中症対策については，下請業者や資材関係業者など工事関係者全てに

対して対策を講じること。 

２ 熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行に当たっては，「熱中症対策に資する現場管

理費の補正の試行について」に基づき行うものとする。  

３ 「熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行について」は，鹿児島県ホームページから

取得できる。 

１－１－26 １日未満で完了する作業の積算 

１ 本工事における１日未満で完了する作業の積算（以下，「１日未満積算基準」という。）
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は，変更積算のみに適用する。 

２ 受注者は，施工パッケージ型積算基準と乖離があった場合に，１日未満の適用について，

協議の発議を行うことができる。 

３ 同一作業員の作業が他工種等の作業と組合せで１日作業となる場合には，１日未満積算基

準は適用しない。 

４ 受注者は，協議に当たって，１日未満積算基準に該当することを示す書面，その他協議に

必要となる根拠資料（見積書，契約書，請求書等）により，施工パッケージ型積算基準との

乖離が確認できない場合には，１日未満積算基準は適用しない。 

５ 災害復旧工事等で人工精算する場合や，「時間的制約を受ける工事の積算方法」を適用し

て積算する場合等，１日未満積算基準以外の方法によることが適当と判断される場合には，

１日未満積算基準を適用しない。 

６ １日未満積算基準「３判定方法（３）判定に使用する作業量の考え方」により，別箇所と

して扱う箇所は，特別仕様書に明示する。 

７ 「１日未満で完了する作業の積算」はホームページから取得できる。 

１－１－27 共通仮設費率分の適切な設計変更 

１ 本工事は，「共通仮設費（率分）のうち運搬費及び準備費」の下記に示す経費（以下「実

績変更対象経費」という。）について，工事実施にあたって積算額と実際の費用に乖離が生

じた場合は，実績変更対象経費の支出実績を踏まえて最終精算変更時点で設計変更すること

ができる。 

運搬費：建設機械の運搬費 

準備費：伐開・除根・除草費 

２ 発注者は，契約締結後，共通仮設費に対する実績変更対象経費の割合（以下「割合」とい

う。）を提示する。 

３ 受注者は，上記２により発注者から示された割合を参考にして，実績変更対象経費に係る

費用の内訳について設計変更の協議ができるものとする。 

４ 受注者は，最終精算変更時点において，発注者が別に示す実績変更対象経費に関する内訳

書（以下「内訳書」という。）を作成するとともに，内訳書に記載した計上額が証明できる

書類（領収書，又は金額の妥当性を証明する金額計算書）を添付して監督職員に提出し，設

計変更の内容について協議するものとする。 

５ 受注者の責めに帰すべき事由による増加費用と認められるものについては，設計変更の対

象としない。 

６ 発注者は，実績変更対象経費の支出実績を踏まえて設計変更する場合，「土地改良事業等

請負工事共通仮設費算定基準に基づき算出した額」から「内訳書に記載された共通仮設費

（率分）の合計額」を差し引いた後，「４の証明書類において妥当性が確認できた費用」を

加算して算出した金額を設計変更の対象とする。 

７ 発注者は，受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合，法的措置，指名停止等

の措置を行う場合がある。 

８ 疑義が生じた場合は，受発注者間で協議するものとする。 

１－１－28 施工箇所が点在する工事の適用 

１ 本工事は，施工箇所が点在する工事であり，『○○地区（○○），△△地区（○○），□

□地区（○○）（以下，工事箇所という）』ごとに共通仮設費及び現場管理費を算出する

「施工箇所が点在する工事の積算方法」による工事である。 

２ 本工事における共通仮設費の金額は，工事箇所ごとに算出した共通仮設費を合計した金額

とする。また，現場管理費の金額も同様に，工事箇所ごとに算出した現場管理費を合計した
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金額とする。（さらに，据付間接費の金額も同様に，工事箇所ごとに算出した据付間接費を

合計した金額とする。） 

なお，共通仮設費率及び現場管理費率の補正（施工地域による補正等）については，工事

箇所ごとに設定する。一般管理費等（，設計技術費）については，工事箇所ごとではなく，

通常の積算方法により算出する。 

３ 本工事は，「間接工事費等諸経費動向調査」の対象工事であり，別途監督員より通知され

る調査要領等に基づき調査票の作成を行う。 

調査票は，工事終了後速やかに監督員に提出するものとする。また，調査票の聞き取り調

査等を実施する場合にはこれに協力するものとし，調査票の根拠となった契約書等を提示す

るものとする。 

１－１－29 架空線の防護措置 

架空線の防護措置における防護管設置に係る費用は計上していないが，契約後，架空線管理

者との協議により必要となった場合は，監督職員と協議し，契約変更の対象とする。 

１－１－30 間接工事費等諸経費動向調査 

「間接工事費等諸経費動向調査」の対象工事とされた場合には，別途監督職員より通知され

る調査要領等に基づき調査票の作成を行う。調査票は，工事終了後速やかに監督職員に提出す

るものとする。 

また，調査票の聞き取り調査等を実施する場合にはこれに協力するものとし，調査票の根拠

となった契約書等を提示するものとする。 

１－１－31 鉄道等高圧線に近接した測量作業等の感電事故防止対策 

１ 鉄道等高圧線に近接した場所において測量作業等を実施する場合は，受注者は，事前に鉄

道事業者等と事故防止対策会議など緊密に連絡を取ることとする。 

２ 受注者は，前項の作業を行う場合には，感電事故の防止のため，３ｍ以下の絶縁型のスタ

ッフやポールを使用することとする。 
１－１－32 手すり先行型足場 

枠組足場の設置を必要とする場合は，「手すり先行工法等に関するガイドライン（厚生労働

省 平成21年4月）」によるものとする。なお，これによりがたい場合は，監督職員と協議の上，

設計変更の対象とする。 

１－１－33 ダンプトラック等における過積載等の防止 

１ 工事用資機材等の積載超過のないようにすること。 

２ 過積載を行っている資材納入業者から，資材を購入しないこと。 

３ 資材等の過積載を防止するため資材の購入等に当たっては，資材納入業者等の利益を不当

に害することがないようにすること。 

４ さし枠の装着又は物品積載装置の不正改造をしたダンプカーが，工事現場に出入りするこ

とがないようにすること。 

５ 「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」の目的に鑑

み，同法第12条に規定する団体等の設立状況を踏まえ，同団体等への加入者の使用を促進す

ること。 

６ 下請契約の相手方又は資材納入業者を選定するに当たっては，交通安全に関する配慮に欠

けるもの又は業務に関しダンプトラック等によって悪質かつ重大な事故を発生させたものを

排除すること。 

７ 上記１から６のことにつき，下請契約における受注者を指導すること。 

１－１－34 ヤンバルトサカヤスデのまん延防止対策 

ヤンバルトサカヤスデのまん延を防止するため，当該現場での土壌や植物等の搬出入に当た
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っては，別表「ヤンバルトサカヤスデのまん延防止対策について」を参考に十分注意を払うと

ともに，ヤンバルトサカヤスデの棲息が確認された場合は，まん延防止対策を講ずる必要があ

るため，棲息状況等の調査を行い，監督職員に報告すること。 
 

ヤンバルトサカヤスデのまん延防止対策について 
 

１ 土・樹木等の措置 

（１）発生地区からの搬出を極力抑えることを原則とする。 

（２）廃棄樹木等については，焼却処理する。 

２ 工事区域周辺部の措置 

周辺部への拡散を防止するため，周辺部に薬剤散布等の措置を行う。 

３ やむを得ず，土・樹木等を発生地区から搬出する場合の措置 

（１）薬剤処理・薫蒸処理後，搬出する。 

（２）薬剤処理の困難な農作物等の搬出の場合は，付着土壌の除去，目視除去後，搬出

する。 

４ 発生地区に搬入した建設機材や農・林業工作機械の措置 

付着土壌の除去並びに薬剤処理後，搬出する。 

５ 未発生地区での措置 

発生地区からの土・樹木等の搬入や農・林業工作機械の移動等があった場合は，上

記３，４の措置が講じられているかを確認する。 

なお，これまでに発生が確認されたことのある市町村については，鹿児島県のホー

ムページで確認し，詳細は，各市町村に確認することとする。 
 

１－１－35 鳥インフルエンザ感染防止対策 

１ 移動制限区域外から区域内へ資材搬入等の場合 

（１）鹿児島県内において「高病原性鳥インフルエンザ」が発生した場合，まん延防止のた

め，移動制限区域外から区域内へ資材搬入を行う工事においては，移動制限区域が解除

されるまでの期間は，以下の感染防止対策を実施すること。 

なお，下記ア及びイは，監督職員から指示があった場合に実施するものとする。 

ア 工事関係車輌が移動制限区域を通過する場合は，消毒ポイントにおいて必ず消毒

を受けること。 

イ 工事関係車輌が移動制限区域外の主要な幹線道路を通過する場合においても，移

動ルート上や周辺道路に消毒ポイントが設置されている場合は，消毒ポイントにお

いて必ず消毒を受けること。 

ウ 工事現場事務所の出入口では，消毒マットによる足ふき，手足の洗浄，うがいの

励行等の方法により防疫対策を徹底すること。 

エ 上記について，下請業者や資材関係業者など工事の関係者全てに徹底すること。 

（２）移動制限区域や消毒ポイントは，県庁ホームページで常に最新の情報を確認すること。 

２．移動制限区域内での工事施工の場合 

（１）鹿児島県内において「高病原性鳥インフルエンザ」が発生した場合，まん延防止のた

め，移動制限区域内での工事施工においては，移動制限区域が解除されるまでの期間は，

必要な資材等が準備出来次第速やかに，以下の感染防止対策を実施すること。 

なお，下記ア及びイは，監督職員から指示があった場合に実施するものとする。 

ア 工事関係車輌が移動制限区域を通過する場合は，消毒ポイントにおいて必ず消毒

を受けること。 

イ 工事関係車輌が移動制限区域外の主要な幹線道路を通過する場合においても，移

動ルート上や周辺道路に消毒ポイントが設置されている場合は，消毒ポイントにお

いて必ず消毒を受けること。 
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ウ 現場の出入口では，必ず全ての車輌の入退場に対して車輌の消毒を実施し，現場

関係者に対しては消毒マット等の方法により防疫措置を徹底すること。 

エ 工事現場事務所の出入口では，消毒マットによる足ふき，手足の洗浄，うがいの

励行等の方法により防疫対策を徹底すること。 

オ 上記について，下請業者や資材関係業者など，本工事（業務）の関係者全てに徹

底すること。 

カ  上記ウについては，状況写真を１枚撮影し，現場管理写真（業務報告書）に添付

すること。 

（２）上記ウにおける消毒薬の材料代等については，実績数量により設計変更するものとし，

事前に監督職員と協議すること。 

（３）移動制限区域や消毒ポイントは，県庁ホームページで常に最新の情報を確認すること。 

１－１－36 口蹄疫対策 

家畜伝染病「口蹄疫」が発生した場合，下記により感染防止を実施すること。 

１ 関係者が制限区域内に出入りする場合は，消毒マットによる足ふき，手足の洗浄，うがい

の励行などの防疫措置を徹底すること。 

２ 関係車両が制限区域内に出入りする場合は，必ず消毒ポイントが設けられている道路を通

過し，消毒を受けること。 

３ 移動制限区域及び搬出制限区域や消毒ポイントは，県庁ホームページ等で常に最新の情報

を確認すること。 

１－１－37 国土調査の基準点等の保全 

１ 国土調査の基準点等測量標識等の保全 

施工区域内に国土調査の基準点等測量標識等がある場合は，その取り扱いについて監督

職員に指示を仰ぐとともに，施工前に設置者と協議すること。 

１－１－38 建設発生土の有効利用及び搬出先の明確化等 

１ 本工事の施工により発生する建設発生土は，下記の場所に搬出すること。 

（１）受入場所の名称：○○事業○○地区○○工区），○○○処分場等 

（２）受入場所の所在地：○○○市○○○町○○○番地 

（３）受入時間帯：○○時○○分～○○時○○分 

（４）仮置き等：必要な場合は，その場所を明示する。 

（５）搬出土の土質：○○○土質（主な土質） 

（６）搬出土量：約○○，○○○ｍ3 

（７）運搬距離，時間：○○○ｋｍ（片道），約○○分 

２ 「再生資源利用促進計画書」を作成し，施工計画書に含めて提出するとともに，その内容

を発注者に説明すること。 

３ 再生資源利用促進計画を工事現場の見やすい場所に掲げること。 

４ 再生資源利用促進計画の記載事項に変更が生じた場合は，速やかに変更し，その内容を発

注者に報告すること。 

５ 工事完成後，速やかに再生資源利用促進計画の実施状況の記録を完成図書に含めて提出す

ること。 

６ 再生資源利用促進計画及びその実施状況の記録を工事の完成後５年間保存すること。 

７ 土質試験が必要な場合は，試験項目や回数について搬出先と双方協議し決定すること。 

８ 工事発注後にやむを得ない事情により上記の指定により難い場合は，監督職員と協議の上，

その指示によること。 

１－１－39 「鹿児島県農業農村整備事業における再生資源活用に関する実施要領」
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の運用 

１ 再生資材の利用 

受注者は下記の資材の使用に際し，再生資材を利用すること。 

なお，再生切込砕石については，原則として，かごしま認定リサイクル製品認定制度の認

定を受けた製品を使用すること。 

資材名 規格 備考 

再生加熱アスファルト混合物 As量 △％密粒再生 使用箇所 

再生切込砕石(かごしま認定リサイクル製品) RC-40(30) 使用箇所 

※ 使用に際しては，「プラント再生舗装技術指針」等を遵守すること。 

２ 建設発生土(建設汚泥処理土)の利用 

盛土に使用する土は，○○工事（△△町××地内）からの建設発生土(又は購入土，建設

汚泥処理土)を利用するものとする。 

３ 指定副産物(コンクリート塊)の再生利用 

建設工事の施工により発生する無筋コンクリート殻は，３０cm程度に小割りした後盛土材

として再生利用すること。 

４ 指定副産物の搬出 

建設工事の施工により発生する指定副産物（建設発生土を除く）は，再資源化施設に搬出

すること。なお，積算に際しては，下記の条件により算出している。 

また，搬出後はマニフェストのコピーを完成書類に含めて提出すること。 

（１）再資源化等をする施設の名称及び所在地 

廃棄物の種類 施設の名称 所在地 運搬距離 

コンクリート ○○処分場 ○○市○○町 Ｌ＝○.○㎞ 

木くず △△処分場 △△市△△町 Ｌ＝△.△㎞ 

※ 上記については積算上の条件明示であり，処理施設を指定するものではない。 

なお，請負者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の対象としない。 

ただし，現場条件や数量の変更等，請負者の責によるものでない事項についてはこ

の限りではない。 

（２）受入時間 

○○処分場：００時００分～００時００分 

△△処分場：００時００分～００時００分 

（３）その他 

仮置き等必要条件があれば，特別仕様書に明示する。 

５ 建設汚泥の再生利用 

公共工事の施工により発生する建設汚泥は，下記の処理概要により，現場内で再生利用す

ること。なお，再生利用に際し「建設汚泥処理土の品質区分基準」の確認に要する費用につ

いては，下記の条件により算出している。 

（１）処理概要（現場内利用） 

中間処理の場所 中間処理の方法 再生品の品質 利用用途 

現場内 脱水・乾燥 第○種処理土 路体盛土材 

（２）「建設汚泥処理土の品質区分基準」の確認に要する費用 

品質区分基準 指標等 試験回数 

品質基準 コーン指数 ○回 

生活環境保全上の基準 土壌環境基準(環境基本法) ○回 

 特定有害物資の含有量基準（土壌汚染対策法） ○回 
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６ 建設汚泥の搬出 

公共工事の施工により発生する建設汚泥は，再資源化施設(又は管理型最終処分場)に搬出す

ること。なお，積算に際しては下記の条件により算出している。 

（１）施設の名称及び所在地 

廃棄物の種類 施設の名称 所在地 運搬距離 

建設汚泥 ○○処分場 ○○市○○町 Ｌ＝○.○㎞ 

建設汚泥 エコパークかごしま 薩摩川内市川永野町 Ｌ＝△.△㎞ 

※ 上記については積算上の条件明示であり，処理施設を指定するものではない。 

なお，請負者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の対象としない。 

ただし，現場条件や数量の変更等，請負者の責によるものでない事項についてはこ

の限りではない。 

（２）受入時間 

○○処分場：００時００分～００時００分 

エコパークかごしま：００時００分～００時００分 

７ 特定建設資材の分別解体等・再資源化等（建設リサイクル法対象工事の場合） 

（１）本工事は建設リサイクル法に基づき，特定建設資材の分別解体等及び再資源化等につ

いて適正な措置を講ずること。 

なお，本工事における特定建設資材の分別解体等・再資源化等については，以下の

積算条件を設定しているが，工事請負契約書「６解体工事に要する費用等」に定め

る事項は契約締結時に発注者と請負者の間で確認されるものであるため，発注者が

積算上条件明示した以下の事項と別の方法であった場合でも変更の対象としない。 

ア 分別解体等の方法 

工
程
毎
の
作
業
内
容
・
解
体
方
法 

工程 作業内容 分別解体等の方法(※) 

①仮設 仮設工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

②土工 土工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

③基礎 基礎工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

④本体構造 本体構造の工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

⑤本体付属品 本体付属品の工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

⑥その他 その他の工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

※ 「分別解体等の方法」の欄については，該当がない場合は記載の必要はない。 

（２）再資源化等をする施設の名称及び所在地 

特定建設資材の種類 施設の名称 所在地 運搬距離 

コンクリート ○○処分場 ○○市○○町 Ｌ＝○.○㎞ 

木くず △△処分場 △△市△△町 Ｌ＝△.△㎞ 

（３）受入時間 

○○処分場：００時００分～００時００分 

△△処分場：００時００分～００時００分 

（４）その他 

仮置き等必要条件があれば，特別仕様書に明示する。 

１－１－40  公共工事で発生する根株，伐採木等の利用 
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（発生工事） 

１ 根株・伐採木等の保管について 

（１）本工事により発生する根株・伐採木は，下記場所に保管すること。 

保管場所：○○市○○町○○地内 

（２）保管場所には，囲いをし，飛散・流出のないような対策をとること。 

（３）雨対策として，屋根やブルーシート等での対策を講じること。 

（４）根株についた土砂は落とし，蚊，ハエその他の害虫が発生しないようにすること。 

（５）現場発生品調書を作成し，発生状況及び保管状況の記録を完成図書に含めて提出する

こと。 

（利用工事） 

１ 本工事は○○市○○町○○地内に保管している，根株・伐採木を法面工の基盤材として，

発注者から引渡しを受けることとする。 

持ち出しについては，監督職員と協議すること。また，その利用状況の記録を完成図書に

含めて提出すること。 

１－１－41  アスベスト（石綿）対策 

掘削作業等において石綿を使用した管等が発見された場合，「石綿障害予防規則」に定める

措置が義務づけられているため，直ちに監督職員に報告するものとする。 

１－１－42 コンピュータウイルス対策 

１ 使用するパソコンはウイルス対策を必ず行うこと。 

２ 市販のウイルス対策ソフトを使用パソコンにインストールし，常に最新の検索エンジン，

パターンファイルを適用すること。 

３ 外部から持ち込むデータについては，コピー，保存，閲覧などの前に必ずウイルスチェッ

クを行うこと。 

４ ＯＳは常に最新のアップデートを行うこと。 

５ 業務に必要なデータのみを記録媒体に保存し，提出前にウイルス検索を行い提出すること。 

６ 使用するパソコン環境及びウイルス対策ソフト名について，施工計画書・業務計画書に記

載すること。 


